
 

令和６年度事業報告 
 

                 公益財団法人 日本住宅・木材技術センター 

 

はじめに 

 

 令和６年度における当財団の事業及び活動状況は、以下の「Ⅰ 総務関係事項」及び

「Ⅱ 令和６年度事業の概要」のとおりであり、同年度新たに着手した事業及び前年度

からの継続事業とも、ほぼ計画どおり推進し、それぞれの事業の目的を達成することが

できたことを報告する。 

木材及び木造住宅等の生産技術をとりまく環境は、近年の住宅着工の低迷や資材費・

人件費の高騰等厳しい状況にあるが、当財団は調査、試験、研究等の業務及び国土交通

大臣の指定に基づく性能評価を始めとする評価、登録、認証、情報提供等の業務を通じ

て、木造住宅や木材製品の性能向上、信頼性確保のための取組みを推進し、消費者等の

利益の増進に寄与することができた。 

令和６年度における当財団の事業成果は、同年度に留まらず、さらに活用・普及を図

って、新しい時代に求められる関係産業の技術的基盤整備のために貢献していくことと

したい。 

令和６年度の当財団の事業推進に当たっては、農林水産省、国土交通省、（独）住宅

金融支援機構、（国研）建築研究所、（国研）森林研究・整備機構森林総合研究所等の

関係官公庁及び住宅・木材関係団体の各位並びに関係学識経験者各位にご高庇をいただ

いた。ここに深謝申し上げるとともに今後さらに一層のご指導・ご鞭撻を賜りたいと念

じている。 
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Ⅰ 総務関係事項 

１．役員 

令和７年３月３１日現在の役員は、次のとおりである。 

(理 事) 

相原 康生 独立行政法人 住宅金融支援機構 技術統括室長 

飯島 倫明 東京農業大学 名誉教授 

大橋 好光 東京都市大学 名誉教授 

作本 博昭 一般社団法人 日本建築大工技能士会 会長 

佐藤 雅俊 東京大学 名誉教授 

信田 聡 公益社団法人 日本木材加工技術協会 会長 

杉藤 崇 一般財団法人 日本建築防災協会 理事長 

中島 正夫 関東学院大学 名誉教授 

西山 功 一般財団法人 ベターリビング 常務理事 

長谷川 泰治 株式会社 長谷川萬治商店 代表取締役社長 

服部 順昭 東京農工大学 名誉教授 

渕上 和之 公益財団法人 日本合板検査会 理事長 

本郷 浩二 一般社団法人 全国木材組合連合会 副会長 

吉田 倬郎 工学院大学 名誉教授 

宮澤 俊輔 公益財団法人 日本住宅・木材技術センター 理事長 

金子 弘 公益財団法人 日本住宅・木材技術センター 専務理事 

向井 昭義 公益財団法人 日本住宅・木材技術センター 常勤理事 

(監 事) 

岡田 清隆 日本木材輸入協会 専務理事 

小野田 吉純 公益社団法人 日本建築士会連合会 参与 

(五十音順・敬称略） 
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２．理事会 

   理事会は、次のとおり開催した。 

 

回数 開催日 内      容 

第34回 令和6年5月15日 

 

(1) 令和５年度事業報告承認に関する件 

(2) 令和５年度決算報告承認に関する件 

(3) 第18回評議員会の招集に関する件 

(4) 業務執行状況の報告 

 

第35回 令和6年6月5日 

 

(1)  理事長及び専務理事の選定に関する件 

(2)  常勤理事の承認に関する件 

 

第36回 

書面会議 

（令和６年11月26日提

案、12日10日決議） 

(1)  第19回評議員会の開催に関する件 

 

 

第37回 令和7年3月6日 

 

(1) 業務執行状況の報告 

(2) 令和7年度事業計画承認に関する件 

(3) 令和7年度収支予算承認に関する件 

(4) 役員賠償責任保険の契約に関する件 

(5) 建築基準法に基づく指定認定機関に係る指定の更新

に関する件 

(6) 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく登録

住宅型式性能認定等機関に係る登録の更新に関する

件 
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３．評議員 

  令和７年３月３１日現在の評議員は、次のとおりである。 

 

井上 篤博   日本合板工業組合連合会 会長 

今村 祐嗣   京都大学 名誉教授 

大野 年司   一般社団法人 ＪＢＮ・全国工務店協会 前会長 

加藤  永   一般社団法人 日本木造住宅産業協会 専務理事 

加藤 邦彦   一般社団法人 日本ツーバイフォー建築協会 専務理事 

金井 邦夫   木造住宅接合金物協会 会長 

北坂 昌二   一般社団法人 石膏ボード工業会 専務理事 

坂本  功   東京大学 名誉教授 

清水 邦夫   日本集成材工業協同組合 専務理事 

髙橋 健二   全国建設労働組合総連合 住宅対策部長 

飛山 龍一   全国森林組合連合会 常務理事 

秦  好子   主婦連合会 常任幹事 

林田 康孝   公益財団法人 建築技術教育普及センター 専務理事 

前田 直登   公益社団法人 国土緑化推進機構 顧問 

山﨑 靖代   一般社団法人 日本林業経営者協会 監事  

 

(五十音順・敬称略） 
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４．評議員会 

評議員会は、次のとおり開催した。 

回 数 開催日  内 容 

第18回 令和6年6月5日 

(1) 令和５年度事業報告について

(2) 令和６年度事業計画及び収支予算について

(3) 令和５年度決算承認に関する件

(4) 評議員１名の選任に関する件

(5) 理事１７名及び監事２名の選任に関する件

第19回 

書面会議 

（令和６年12月11日提

案、12日27日決議） 

(1) 監事１名の選任に関する件

５．賛助会員 

令和７年３月３１日現在の賛助会員は、１１８社・団体・個人である。 
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Ⅱ 令和６年度事業の概要 

 

 令和６年度に実施した事業の概要は以下に掲げるとおりであり、その成果を報告書

等にまとめた。 

 これら事業の実施にあたっては、必要に応じて学識経験者等により構成する委員会

を設置し、その指導、協力を得て実施した。ここに委員長並びに委員各位に深く感謝

申し上げる。 

 

１．企画調査事業 

 

（１）ＩＳＯ/ＴＣ１６５（木質構造）国内審議会業務 

木質構造規格・規準の国際標準化と国際標準化機構（ＩＳＯ）の木質構造関係技

術委員会（ＴＣ１６５）に対する日本の意見等を具申するために設置した「ＩＳＯ/

ＴＣ１６５（木質構造）国内審議会」において、木質構造に関するＩＳＯ規格案の

検討と投票、国際会議への委員の参加を実施した。 

 

（２）ホルムアルデヒド放散量調査 

プリント合板等のホルムアルデヒド放散量を試験により測定し、品質管理を確認

する事業を実施した。 

 

（３）ＣＬＴ活用建築物等実証事業 

ＣＬＴ活用建築物等実証事業として、ＣＬＴを活用した建築物の設計・建設等の

実証事業を行い、その成果を広く普及する事業を実施した。 

 

（４）ＣＬＴ普及促進事業 

ＣＬＴを一般的な建築材料として、より効率的に普及させるため、ＣＬＴパネル工

法に関する構造関係規定の合理化、標準モデルの検討のほか、ＣＬＴを用いた建築物

の設計施工マニュアル等の改訂案の作成、普及のための事業を実施した。 

 

（５）中大規模木造建築推進のための企画調査事業 

今後の木材利用の一層の推進を図るため、中大規模木造建築物に関する新たな技

術の実証事業を行うとともに、構造設計の手引きの作成及び耐力壁や接合金物等の

部材開発の検討を行った。 

 

（６）中大規模木造建築物の普及促進のための企画調査事業 

中大規模木造建築物の普及促進を図るため、普及加速化プロジェクトを推進し、

建築主や設計者、非木造の設計技術者向けの普及参考資料等の作成、中大規模木造

建築のデータベースやポータルサイトの整備、運営を行っている。 
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（７）木造建築物の構造安全性向上のための企画調査事業 

木造建築物の耐震性や耐風性の向上を図り、改正建築基準法に係る構造基準の令

和７年４月の施行に向けて、木造軸組構法建築物の設計、施工に反映すべき各種留

意点の明確化、手引書、設計支援ツール等の充実等を行った。 

（８）建築物等における木材利用の促進のための企画調査事業 

建築物の内外装木質化等の効果実証事業や木造建築物等の耐久性の向上、維持保

全・維持管理情報等の提供や国産木材活用住宅ラベルの活用促進のための事業を行

い、その成果等を広く普及する事業を実施した。 

２．試験、研究及び技術開発事業 

（１）建材試験事業 

木造住宅等に用いられる材料及び工法の諸性能に関する試験を実施し、その結果

に基づく試験成績書の交付あるいは試験結果に基づく第三者評価を行うとともに、

防耐火試験体事業、優良木質建材検査事業等を行った。 

今後の木材利用の展開が見込める中大規模木造建築物向けの高倍率耐力壁試験や

性能の高い準耐火建築物向けの防耐火試験、新たな木質材料であるＣＬＴに関する

各種接合金物等の試験を実施した。 

令和６年度実績は次のとおり。 

① 材料及び工法の諸性能に関する試験 118件

② 防耐火試験事業  28件 

③ 優良木質建材検査事業  54件 

④ JAS検査依頼  15件 

（２）研究・技術開発事業 

建材の技術開発を進める上で必要な材料特性に関する研究等を進めるとともに、

中大規模木造建築物に係る部材開発支援のほか、ＣＬＴパネル工法の接合金物の充

実の検討等を行った。 

３．技術基準の作成・指導事業 

木造住宅等の構造設計等を支援し、安全な木造住宅等の供給に寄与するため、「木造

軸組工法 中大規模建築物の許容応力度設計」、「ＣＬＴ建築物事例集 2024」、「維持

保全・維持管理の考え方と設計等の工夫」、「中大木造建築物の普及加速化に資する構

法解説集」、「新壁量基準による木造軸組工法住宅の横架材及び基礎のスパン表」講習

用テキスト等を作成するとともに、「ＣＬＴ関連告示等解説書」、「ＣＬＴを用いた建

築物の設計施工マニュアル」、「木造軸組構法住宅の構造計画」の改訂を行っている。 
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４．評価・審査・登録事業 

（１）建築基準法に基づく性能評価事業 

建築基準法に基づく国土交通大臣の「指定性能評価機関」として、「壁・防火設

備等の防耐火性能」、「建築材料の品質性能」、「ホルムアルデヒド発散建築材料

の性能」、「木造軸組耐力壁とその倍率の性能」及び「枠組壁工法耐力壁とその倍

率の性能」について性能評価業務を行った。 

令和６年度実績（性能評価書発行ベース）は、次のとおり。 

① 耐火構造、防火構造、防火設備等の性能評価  25件 

② 建築材料の性能評価              0件 

③ ホルムアルデヒド発散建築材料の性能評価    2件 

④ 軸組工法の壁倍率の性能評価          5件 

⑤ 枠組壁工法の壁倍率の性能評価         0件 

 

（２）特別評価方法認定の試験事業 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（以下「品確法」という。）に基づく国土

交通大臣の「登録試験機関」として、申請に基づき、品確法の評価方法基準に示さ

れていない特別な評価方法認定に係る建築材料若しくは構造方法等の試験・分析又

は測定による審査を行うこととしたが、その申請がなかった。 

 

（３）クリーンウッド法に基づく木材関連事業者の登録事業 

   合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律に基づく主務大臣の「登録実施

機関」として、登録実施事務を行った。 

令和６年度実績  14件 

 

 

５．認定・認証事業 

 

（１）型式適合認定・型式部材等製造者認証事業 

建築基準法に基づく国土交通大臣の「指定認定機関」として、申請に基づき、木

造住宅に関し、建築基準法で定める建築材料又は建築物の部分の構造上の基準その

他技術的基準に適合することを認定する事業及び型式適合認定を受けた型式部材等

の製造者を認証する事業を行うこととしたが、その申請がなかった。 

 

（２）住宅型式性能認定・型式住宅部分等製造者認証事業 

品確法に基づく国土交通大臣の「登録住宅型式性能認定機関」として、申請に基

づき、木造住宅に関し、同法で定める住宅又はその部分の型式を評価し、性能を有

する旨を認定する事業及び住宅型式認定を受けた規格化された住宅の部分又は住宅

の製造者を認証する事業を行うこととしたが、その申請がなかった。 
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（３）木造建築合理化システム認定事業（６月まで「住宅合理化」） 

木造軸組工法による良質な建築を安定した工期により生産・供給することができ

る合理化されたシステムを認定する事業を行った。 

令和６年度実績は次のとおり。 

① 基準性能タイプ   新規  0システム 更新  4システム 

② 長期性能タイプ   新規  0システム 更新  1システム 

③ 住宅型式性能確認書 新規  0件    更新  3件 

 

（４）木造建築物用接合金物認定事業 

認定事業を実施するとともに、タッピンねじやドリフトピンを使用した新たな接

合金物の開発及び規格化を推進した。 

また、ＣＬＴパネル工法用のχ（クロス）マーク金物については、見えがかりのな

い鋼板挿入型の金物を加え、これまでに 38 種類を規格化した。さらに、中大規模木

造建築向けの接合金物 6 種類、ＣＬＴパネル工法用の接合金物 13 種類について規格

化の準備を行った。 

環境負荷物質（六価クロム）を含まない表面処理については、当センター規格との

同等性を評価するための試験法規格を制定した。 

令和６年度実績は次のとおり。 

① Ｚマーク承認  新規  2件 更新 210件 

② Ｃマーク承認  新規  0件 更新 113件 

③ Ｍマーク承認  新規  0件 更新  0件 

④ χマーク承認  新規  3件 更新   4件 

⑤ 同等認定     新規  2件 更新  29件 

⑥ 性能認定     新規  7件 更新  22件 

 

（５）優良木質建材等認証事業 

新しい木質建材等について、品質性能を客観的に評価し、優良な製品を認証する

事業を行った。 

令和６年度実績は次のとおり。 

① 高耐久性機械プレカット部材   新規  0件 更新 20件 

② 乾燥処理機械プレカット部材   新規  0件 更新  1件 

③ 保存処理材           新規  0件 更新  2件 

④ 屋外製品部材          新規  2件 更新 14件 

⑤ 防腐・防蟻処理枠組壁工法構造用たて継ぎ材               

                新規  0件 更新  1件 

⑥ 防腐・防蟻処理構造用集成材   新規  0件 更新  8件 

⑦ 防腐・防蟻処理単板積層材    新規  0件 更新  1件 

⑧ 防腐・防蟻処理合板       新規  1件 更新  3件 
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⑨ モルタル下地用合板 新規  0件 更新  0件 

⑩ 床用３層パネル 新規  0件 更新  1件 

⑪ 構造用台形ラミナ集成材 新規  0件 更新  0件 

⑫ 屋外用防腐・防蟻処理接着成形材  新規  0件  更新  0件

⑬ 樹脂処理保存処理材 新規  0件 更新  0件 

⑭ 樹脂処理屋外製品部材 新規  0件 更新  0件 

⑮ 熱処理壁用製材 新規  0件 更新  0件 

⑯ 収縮抑制処理材 新規  0件 更新  2件 

⑰ 白華抑制塗装木質建材 新規  0件 更新  0件 

⑱ 防腐・防蟻処理木質建材 新規  0件  更新  0件 

⑲ 防腐・防蟻処理直交集成板 新規  0件  更新  0件 

⑳ 足場板 新規  0件 更新  0件 

（６）針葉樹製材用含水率計性能認定事業 

針葉樹製材の含水率測定に適した優良な含水率計を認定する事業を行った。 

令和６年度実績は次のとおり。 

① 携帯型  新規 0件 更新  3件 

② 設置型 新規 0件 更新  2件 

（７）木造建築供給支援システム認定事業（令和６年６月まで「住宅供給」） 

木造建築に係る先進的なノウハウを中小工務店に供給し、支援するシステムを認

定する事業を行った。 

令和６年度実績は次のとおり。 

①認定書 新規 0システム 更新  0システム 

②確認書 新規 10件 更新  0件 

（８）木造建築新工法性能認証事業 

新たに技術開発された工法及び部材等について、その品質性能を認証する事業を

行った。 

令和６年度実績  新規 3システム 変更 3システム 更新 0システム 

（９）木造建築物電算プログラム認定事業 

木造建築物の壁量計算、許容応力度計算、その他の構造解析等の計算及び木造住

宅の省エネルギー計算を行うための電算プログラムを認定する事業を行った。 

令和６年度実績は次のとおり。 

① 構造計算プログラム  新規  1件 変更 0件 更新 2件 

② 外皮省エネ計算プログラム  新規  0件 変更 0件 更新 0件 
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(10) 環境配慮型建築材料登録事業

環境に配慮した建築材料について登録を行った。

令和６年度実績   新規 1件

６．知識及び技術の啓発普及事業 

木材及び木造住宅、建築に関する知識及び技術の啓発普及を図るため、オンライン

講習会を導入しつつ、研修会(講習会)、講演会及び技術解説書等の頒布等の事業を実

施した。特に、（１） ９）「４号特例の縮小に対応できる構造計画オンデマンド講

座」については、関係業界への影響の大きさに鑑み、通常行う告知のみならずプレスリ

リースによる業界紙記者への説明及び協力依頼、業界紙への告知広告掲載を行い、参加

者の拡大に努めた。 

（１）研修(講習)事業 

１）入門 木造の許容応力度計算講習会（動画配信版）前編・後編（オンライン） 

令和６年度実績 4/1～9/30公開、受講者  62名 

２）演習で実践的に学ぶ 入門 木造の許容応力度設計セミナー（対面） 

令和６年度実績 1回実施、受講者 19名 

３）演習で実践的に学ぶ木造軸組工法住宅の許容応力度設計セミナー（対面） 

令和６年度実績 1回実施、受講者 21名 

４）演習で実践的に学ぶ木造軸組工法住宅の横架材及び基礎のスパン表セミナー 

（対面） 

令和６年度実績 1回実施、受講者 17名 

５）基礎から学ぶ木造住宅のための住宅性能表示セミナー（対面） 

令和６年度実績 3回実施、受講者 72名 

６）木造小屋組の耐風性能向上のための設計施工技術講習会（オンライン） 

令和６年度実績 4/1～12/10公開、受講者 7名 

７）ヤマベの木構造セミナー（対面） 

令和６年度実績 1回実施、受講者 14名 

８）中大規模木造低層建築物の耐久性向上のための設計・施工セミナー（対面） 

令和６年度実績 1回実施、受講者 11名 
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９）「４号特例の縮小に対応できる構造計画オンデマンド講座」（オンライン） 

令和６年度実績 オンデマンド配信1/29～3/31、延べ受講者8,916名 

１０）「木でつくる中大規模建築の設計入門」講習会（共催）（オンライン） 

令和６年度実績 オンデマンド配信11/5～2/14、受講者 295名 

１１）「木造軸組工法 中大規模建築物の許容応力度設計」講習会（オンライン） 

令和６年度実績 オンデマンド配信10/10～2/14、受講者  462名 

１２）「木造軸組工法 中大規模建築物の構造設計演習」講習会（共催）（対面） 

令和６年度実績 8回実施、受講者  181名 

１３）「図解 木造建築物の防・耐火設計の手引き」講習会（オンライン） 

令和６年度実績 オンデマンド配信11/5～2/14、受講者 293名 

１４）「ＣＬＴ関連告示等解説書」・「設計施工マニュアル」の改訂セミナー（共催）

（オンライン） 

令和６年度実績 オンデマンド配信 11/29～1/31、受講者 238名 

（２）講演会事業 

ＣＬＴを用いた建築物の普及促進を図るため、令和 7 年 3 月 4 日及び 5 日に木材

会館（東京都江東区）において、ＣＬＴを活用した建築物等実証事業成果報告会と

して、「～CLT の標準化から見える都市（まち）の木造化～」をテーマに講演会（対

面及びオンライン）を開催した。参加者延べ423名 

（３）技術解説書等の作成事業 

木材の利用及び木造住宅、建築の生産に係る技術開発等の事業成果等をもとに、

木材の利用推進及び安全・安心な木造住宅、建築の設計等に関する技術解説書等を作

成した。令和６年度においては、「木造軸組工法 中大規模建築物の許容応力度設

計」、「ＣＬＴ建築物事例集 2024」、「維持保全・維持管理の考え方と設計等の工

夫」、「中大木造建築物の普及加速化に資する構法解説集」、「新壁量基準による木

造軸組工法住宅の横架材及び基礎のスパン表」講習用テキスト等を作成するとともに、

「ＣＬＴ関連告示等解説書」、「ＣＬＴを用いた建築物の設計施工マニュアル」、

「木造軸組構法住宅の構造計画」の改訂を行った。 
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７．情報提供事業 

（１）機関誌「住宅と木材」の発行 

木材及び木造住宅等に関する知識及び技術の啓発普及を目的として、木材及び木

造住宅、建築に関する技術開発等の情報等を収集し、機関誌「住宅と木材」を発行

した。 

（２）ホームページによる情報提供 

当財団のホームページを全面的に見直し、見やすくわかりやすい内容となるよう充

実を図り、各種の技術情報等の提供を行った。 

８．展示事業 

我が国の建築文化に広く重用されている銘木類で、当財団が保有する希少性の高い

コレクションを、銘木館に展示し、広く一般に無料で公開した。 

また、銘木類の効果的な展示を進めるため、外部の展示施設等からの要請に応じて、

銘木類の展示のための貸出を案内した。 

さらに、展示の一層の充実を図るため、銘木関係者と共同で展示品の点検を行い、

説明資料の改善や展示品目の追加等の取組を行った。 

９．その他 

当財団の公益事業の着実な推進を図るため、試験機材等の計画的な整備・更新を行う

とともに、令和７年度採用の新規職員の募集、事務のIT化への対応を行った。 
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事業報告の附属明細書 

令和６年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34

条第3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」は存在しないの

で作成しない。 
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